
 
 

 
 

  事 務 連 絡 

令和２年 11 月 19 日 

各都道府県税務担当課  

各都道府県市区町村担当課 

 

総務省自治税務局都道府県税課 

固定資産税課 

電子化推進室 

 

電子申告・電子納税の推進等について（依頼） 

 

平素、地方税の電子化については、御理解と御協力を頂き、深く感謝申し上げます。 

地方税の電子化に関しては、納税者の利便性向上と税務事務の効率化等に資することから、下記に御

留意の上、引き続き eLTAXの利用促進に努めてくださるようお願いします。 

なお、市区町村担当課におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対しても、この旨を御連絡願い

ます。 

 

記 

 

 地方税の申告等に係る eLTAXの利用率については、対象となる各税目とも堅調に増加傾向にあり、

例えば、地方法人二税の利用率は７割を超えています。地方法人二税について、大法人（内国法人

のうち事業年度開始の日現在における資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人並びに相

互会社、投資法人及び特定目的会社）は令和２年４月１日以後に開始する事業年度から電子申告が

義務化されているほか、義務化されていない中小法人についても、引き続き、電子申告利用率の向

上に向けた取組を着実に進める必要があります。また、他税目に比して電子申告利用率の低い固定

資産税（償却資産）の電子申告については、eLTAX の利便性の向上やエラーチェック機能の強化な

どの環境整備を進めており、利用率の向上が望まれます。 

 納税に関しては、昨年 10 月に、地方税共通納税システムが稼働し、一部の税目について電子納税

が可能となっています。同システムについては、稼働から令和２年９月までの１年間の実績として、

納付件数（納税者の口座から引き落とされた件数）は約 40万件、払込件数（eLTAXから地方団体へ

の払込み件数）は約 156 万件となっており、従来であれば紙の納付書を用いて納付されていた約 156

万件が電子納税に移行するとともに、納税者側から見れば約 40 万件にまとめて行われたこととな

ります。他方で、納付金額約 8,400億円は、同期間における対象税目の納付金額全体の１割に満た

ない状況であり、今後、同システムを活用した電子納税を更に伸ばす余地があるものと考えていま

す。 

eLTAX の利用は納税者等のメリットが大きい上に、地方団体や指定金融機関等における業務効率

化・省力化の効果が、利用が促進されるにつれて高まることから、各地方団体におかれては、国税

当局と連携しつつ、eLTAX の更なる活用に向け、下記のリーフレット等を参考に法人、個人事業主

及び税理士会等への周知等に取り組んでいただくようお願いします。 

 また、多くの地方団体において独自の行政サービスの一環として行われてきた、紙の申告書や納

御中 



 
 

 
 

付書の法人への事前送付について、eLTAX の利用率向上に伴い、地方団体・納税者双方の税務事務

の効率化の観点から、大法人や eLTAX 利用法人等への送付を見直した地方団体もあるところです。

こうした状況も踏まえ、各地方団体においては、電子申告・電子納税の一層の推進と併せて、地域

の実情も踏まえつつ、事前送付事務の見直しなど、適切な対応を御検討いただくようお願いいたし

ます。 

 

 

 

【eLTAX 広報資料】 ※eLTAXの地方団体向けサイトにて掲載（別添参照） 

① eLTAXリーフレット 

 ② 地方税共通納税システム PRチラシ 

 ③ 大法人の電子申告義務化チラシ 

※ 固定資産税（償却資産）の電子申告に係るチラシについては、現在作成中であり、後日送付

させていただきます。 

 



（別添）eLTAXの団体ページ

ｃ
ｃ

ｃ
ｃ


	（別添）
	スライド番号 1


